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平成２０年１月１８日

経済産業省 資源エネルギー庁

資源エネルギー庁における
「放射性廃棄物の処理・処分」への取組について

原子力委員会 政策評価部会 資料第３－１号
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２２--３３--１．「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組１．「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組

（１）高レベル放射性廃棄物（１）高レベル放射性廃棄物

（２）長半減期低発熱放射性廃棄物（２）長半減期低発熱放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物

「原子力政策大綱」（平成１７年１０月「原子力政策大綱」（平成１７年１０月、、原子力委員会、閣議決定）原子力委員会、閣議決定）
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「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（１）高レベル放射性廃棄物（１）高レベル放射性廃棄物

２－３－１．地層処分を行う放射性廃棄物

（１）高レベル放射性廃棄物

○適切な役割分担と相互連携の下、地方公共団体をはじめとする全国の地域社会の様々な

セクター及び地域住民はもとより、原子力発電の便益を受ける電力消費者の理解と協力

が得られるように、創意工夫を行いながら、現在の取組を強化すべき。

○活動の評価を踏まえて新たな取組を検討するなど、それぞれの責務を十分に果たしてい

くこと。

○役割分担を踏まえつつ、密接な連携の下で、高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る研

究開発を着実に進めていくこと。全体を俯瞰して総合的、計画的かつ効率的に進められ

るよう連携・協力するべき。

「原子力政策大綱」（平成１７年１０月「原子力政策大綱」（平成１７年１０月、、原子力委員会、閣議決定）原子力委員会、閣議決定）
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「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（１）高レベル放射性廃棄物（１）高レベル放射性廃棄物

○原子力立国計画○原子力立国計画（平成１（平成１８８年年８８月月、総合資源エネルギー調査会原子力部会、総合資源エネルギー調査会原子力部会））
放射性廃棄物小委員会報告書（平成１８年６月、原子力部会放射性廃棄物小委員会）放射性廃棄物小委員会報告書（平成１８年６月、原子力部会放射性廃棄物小委員会）

○ＮＵＭＯは、関心を有する地域において、地元に密着した活動に取り組む。

○国は、地域支援措置の大幅な拡充、広く国民各層を対象とした広聴・広報活動に重点

的に取り組む。

○電気事業者は、発生者としての基本的な責任を有する立場から、ＮＵＭＯの活動の支

援、広聴・広報活動に、より一層取り組む。

最終処分計画に定めたスケジュールを維持するためには、今後１、２年間が正念

場との意識を持ち、関係者が一体となって最大限の努力を行うべきである。
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「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（１）高レベル放射性廃棄物（１）高レベル放射性廃棄物

国の広報活動

１．シンポジウムの開催
○平成１７年度から、高レベル放射性廃棄物の処分を国民共通の課題であるとの認識を深めるため、

全国各地でシンポジウムを展開。〔関東（東京）、九州（福岡市）、四国（高松市）、中国（広島市）、近畿（大阪市）、中

部（名古屋市）、北陸（富山市）〕

○併せて、シンポジウムの内容を盛り込んだ広報番組の放映、採録記事の掲載など、施策を有機的に連携。

関心のある地域の住民等、シンポジウム参加者以外も意識した事前・事後広報の充実。

２．広報番組の放映
○地層処分の概要、日本における地層処分研究の現状、海外（フィンランド、スウェーデン、スイス）の地層処分の状

況、上記東京でのシンポジウムの様子などを盛り込んだ３０分のＴＶ番組を平成１７年度に作成。

○平成１７年度から平成１８年度初めにかけて、地方民放地上波（４０局程度）で放映。

３．地層処分模型展示車
○高レベル放射性廃棄物の最終処分に関する国民の関心を得るために、ガラス固化体や人工バリアを模擬した地

層処分模型展示車を全国各地で展示（平成１５年度から平成１７年度の実績で約３０ヶ所）

○平成１８年度は、上記シンポジウムとも連携して実施（１５カ所）。

４．その他
○放射性廃棄物のＨＰを作成し、各種情報を提供。(URL：http://www.enecho.meti.go.jp/rw/index.html)

○教育機関に対する情報提供、学習教材の提供、パンフレットや冊子の作成。

○インターネット上で参加者が議論を深め合意形成を図る、リスクコミュニケーションを実施。
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「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（１）高レベル放射性廃棄物（１）高レベル放射性廃棄物

１．関心を有する地域での住民説明会など

・高知県東洋町、津野町、滋賀県余呉町 計１３回

・住民説明会が開催される会場において、地層処分展示車による説明を行った。

２．関心を有する地域へのシンポジウム参加の呼び掛け

地域ブロックごとに開催したシンポジウムへ参加を呼び掛け、最終処分事業について直接説明を行った。

３．都道府県庁への訪問・説明

シンポジウムの開催に合わせ、県庁へ訪問、事業概要の説明。九州、四国、中国、近畿、東海、北陸 計２９府県

４．都道府県庁職員を対象とした施設見学会の開催

都道府県庁職員を対象に青森県六ヶ所村の原子力関連施設の見学会を行った。

５．関心を有する地域でのテレビ番組の放映

特に関心の高かった高知県において、３０分の広報番組を放映した。

国も前面に立った地元における理解促進活動

○２００７年度から、文献調査段階の交付金（電源立地地域対策交付金）を単年度あたり２．１億円から１０
億円（期間限度額２０億円）に拡充。

○その他、地域振興や産業振興の支援等に資する補助金や都道府県向けの原子力発電施設等立地地
域特別交付金等の支援措置を整備。

国の地域支援措置
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「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（１）高レベル放射性廃棄物（１）高レベル放射性廃棄物

●研究開発全体の
効果的かつ効率
的な推進を図るこ
とを目的に，「地
層処分基盤研究
開発調整会議」を
設置（H17.7～）

●全体マップを作成
し，計画書を策定
（H18.12） 資源エネルギー庁調査等

事業実施機関

地層処分基盤研究開発調整会議

① 研究開発全体計画の策定

② 研究開発の連携に関する調整

③ 成果の体系化に向けた調整

計画等の
提示

成果提供

(独）日本原子力

研究開発機構

（JAEA)

原子力発電
環境整備
機構
（NUMO)

オブザーバー

経済産業省
原子力安全
・保安院

経済産業省
資源エネルギー庁

国の基盤研究開発

計画等の
提示

成果提供

規制研究機関

（独）原子力安全
基盤機構 等

総合資源エネルギー調査会
原子力部会：放射性廃棄物小委員会

情報発信

オブザーバー

原子力安全委員会：
特定放射性廃棄物処分安全調査会

実施主体の
技術開発

（経済性・効率性）

国の規制研究

情報発信

大学等有識者意見
（様々な場の活用）

※発生者等の視点で電気事業者
や日本原燃が適宜参加

資源エネルギー庁調査等

事業実施機関

地層処分基盤研究開発調整会議

① 研究開発全体計画の策定

② 研究開発の連携に関する調整

③ 成果の体系化に向けた調整

計画等の
提示

成果提供

(独）日本原子力

研究開発機構

（JAEA)

原子力発電
環境整備
機構
（NUMO)

オブザーバー

経済産業省
原子力安全
・保安院

経済産業省
資源エネルギー庁

国の基盤研究開発

計画等の
提示

成果提供

規制研究機関

（独）原子力安全
基盤機構 等

総合資源エネルギー調査会
原子力部会：放射性廃棄物小委員会

情報発信

オブザーバー

原子力安全委員会：
特定放射性廃棄物処分安全調査会

実施主体の
技術開発

（経済性・効率性）

国の規制研究

情報発信

大学等有識者意見
（様々な場の活用）

※発生者等の視点で電気事業者
や日本原燃が適宜参加
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Ｈ１８.８～ 勉強会・説明会を実施

Ｈ１９.１.２５ 東洋町が全国初の応募

〃 ３.２８ 応募に伴う事業計画変更認可（19年度から文献調査開始可能）

〃 ４. ５ 民意を問うために町長が辞職し、出直し選挙への出馬を表明

〃 ４.２２ 出直し町長選挙において、反対立場候補が当選（1,821票：761票）

〃 ４.２３ 東洋町が応募取下げ

〃 ４.２６ 応募取下げに伴う事業計画変更認可（文献調査取り止め）

◇高知県東洋町

・人 口 ３,５７８人
・面 積 ７４.０９ｋ㎡
・財政力指数 ０.１４
・歳入総額 約２４億円

（数字は全て平成16年度）

主な経緯

高知県東洋町を巡る動き①

原子力発電環境整備機構提出資料

高知県

徳島県

東洋町

室戸岬

総合資源エネルギー調査会
原子力部会 放射性廃棄物小委員会

中間とりまとめ（平成１９年１１月１日）参考資料

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・平成１４（２００２）年１２月の公募開始以来、全国で初めて応募いただいた、

  高知県東洋町について詳細にご説明いたします。

・東洋町は高知県の東の端に位置し、徳島県の海陽町に隣接している、人

  口３,５００名程度､主要な産業は、ポンカン栽培などの農業と漁業、予算規

  模約２４億円という小さな町です。

・大まかな経緯は記載の通りですが、

 平成１９年１月に東洋町から応募をいただきましたが、４月に応募に対する

 民意を問う出直し町長選において、反対立場候補に大差で敗れ、投票日

 翌日の４月２３日には、新町長から応募取下げの申し出があり、東洋町での

 文献調査を取止めることといたしました。

・全国で初めて応募いただいた東洋町につきましては、応募から３ヶ月で終

  焉を迎えることになってしまいました。
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住民：反対署名と町議会への応募反対請願（H19.1.15 ）
｢放射性廃棄物持込み禁止条例｣の直接請求（H19.3.2）
｢町長リコールの会｣を立上げ(H19.3.15) 

→リコール署名活動開始前に町長辞職(H19.4.5)
推進団体「東洋町の明日を考える会」発足（H19.2.19）

議会：｢放射性廃棄物持込み禁止条例｣（H19.3.22) 
→後日､町長の再議により否決（H19.3.27)

２回にわたる町長の辞職勧告決議（H19.2.9、3.13）
（いずれも５対４で可決）

町長：｢応募＝誘致｣ではなく、文献調査期間も勉強期間と位置づけ、文献
調査終了後に住民投票を行い、概要調査地区選定に対する民意を問
うこと等を主張

・高知県知事は、札びらをばらまくよう
な原子力政策はやめるべきと批判し､
住民の理解や同意は得られていない
と応募に強硬反対

・徳島県知事は、隣接県域の知事や住民
の意見を聞くべきとして反対

・両県議会ともに、反対決議等を可決

東

洋

町

県

・高知県の１７市町村の議会に
おいて、反対決議等を可決

・徳島県の４市町の議会におい
て、反対決議等を可決

周
辺
市
町
村

高知県東洋町を巡る動き②

原子力発電環境整備機構提出資料

総合資源エネルギー調査会
原子力部会 放射性廃棄物小委員会

中間とりまとめ（平成１９年１１月１日）参考資料

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・それでは次に、県や周辺市町村の動きを含めて、今一度詳しく、全

  体の様子を整理してみました。

・東洋町内において、住民の反対意志を表明する活動として、町民の

   約３分の２の方が署名した反対請願書の提出、核持ち込み禁止条例

   制定の直接請求、町長リコールの会立ち上げなどがありました。

・推進団体も立ち上がりましたが、特に女性層を中心に活発な反対活

    動が町内で展開されました。

・また議会でも応募に反対の立場の議員が過半を占めることとなり、 

   ２回にわたり町長の辞職勧告を決議するなど、町長との対立構造は

   最後まで変わることはありませんでした。

・これに対し町長は「応募イコール誘致ではなく文献調査期間中も勉

    強し、住民投票で概要調査地区選定に対する民意を問う」等と主張

    し、いったん自ら辞職し、応募の是非を問う出直し選挙に出馬しま

    したが、結果は大差で落選となりました。

・他方、高知県や周辺市町村などの状況ですが、早くから反対姿勢を  

    明確にし、高知・徳島両県知事がＮＵＭＯや国を訪れ抗議を行った

   り、高知県では１７市町村、徳島県では４市町において反対決議を

   行うなど、広範囲にわたり反対の意向が示されました。
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○高知県東洋町を始め、最終処分事業に関心を持つ地域は現れているが、文献調査を開始するまでには至っていない。

○これまで応募が検討された地域での経緯等を顧みると、①事業を自分の問題として捉えるまでの幅広い国民の理解獲得、②正

確な情報提供による、最終処分の安全性、処分地選定手続き等に対する地域住民の理解獲得、③国が前面に立った取組、④

事業と地域との共生による地域振興の可能性の明確化等が課題。

取組の強化策

４．国、ＮＵＭＯ、電気事業者による体制、機能の強化

２
．
地
域
振
興
構
想
の
提
示

○
最
終
処
分
事
業
と
共
生
す
る
地
域
振
興
構
想
の
提
示

（
都
道
府
県
を
含
め
た
広
域
的
な
地
域
振
興
方
策
）

○
調
査
段
階
の
交
付
金
の
活
用
方
策
の
提
示

３
．
国
民
理
解
に
資
す
る
研
究
開
発
及
び
国
際
的
連
携
の
推
進

○
地
層
処
分
を
体
感
で
き
る
設
備
、
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
利
用

し
た
バ
ー
チ
ャ
ル
処
分
場

○
安
全
・
信
頼
性
向
上
の
た
め
の
研
究
開
発

○
国
際
的
連
携

○国が前面に立った取組
・公募による方法に加え、地
域の意向を尊重した国に
よる文献調査実施の申入
れを追加

○国民全般への広報の拡充
・最終処分事業の必要性等
に関するマスメディア広報、
都道府県単位での説明会、
草の根活動 等

○地域広報の充実
・最終処分の安全性、処分
地選定手続き、地域振興等
に関する一連の理解促進
活動

・基礎的な地質情報の提供

最終処分地選定プロセス

公 募
↓
応 募

適さない場合 次
段
階
に
進
ま
な
い

申入れ
↓
受 諾

市町村長、都道府県知事の意見

反対意見の場合

概要調査地区の選定

精密調査地区の選定

最終処分施設建設地の選定

以下、同様の手続き

【文献調査】

【概要調査】

【精密調査】
第
三
段
階

第
二
段
階

第
一
段
階

１．文献調査を進めるための
強化アプローチ 受諾しない場合

最終処分事業を推進するための取組の強化策について
総合資源エネルギー調査会

原子力部会 放射性廃棄物小委員会
中間とりまとめ 平成１９年１１月１日
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「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（１）高レベル放射性廃棄物（１）高レベル放射性廃棄物

強化策の主な取組状況

○最終処分事業に関する理解促進活動等の強化

・最終処分事業の必要性等に対する国民全般の関心をさらに高めるため、都道府県単位での説明会（１

月１０日の東京を皮切りに、年度内１０ヶ所を予定）を順次実施。

・ＮＰＯと連携したワークショップ（昨年１２月より名古屋、札幌で実施。年度内５ヶ所を予定）を順次実施。

○実体験を通じた効果的な理解促進を図るための設備や手法の整備

・最新の研究開発成果に基づく、地層処分概念の実規模実証設備の設置や長期安全性シミュレーション

ツールの構築など、実体験を通じた効果的な理解促進を図るための設備や手法を整備。平成２０年度

政府予算案において、４．３億円を計上。

○国際的連携の推進

・フランス、フィンランド、スウェーデンなど、海外の関係機関から情報収集及び意見交換を実施。

・平成１９年１０月にスイスで開催された「放射性廃棄物処分国際会議」（通称「ベルン会議」）に参加。

日本のこれまでの取組状況、今度の取組の方向性を説明するとともに、国際的連携の重要性を確認。
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「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（２）（２）長半減期低発熱放射性廃棄物長半減期低発熱放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物

２－３－１．地層処分を行う放射性廃棄物

（２）超ウラン核種を含む放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物

○ＴＲＵ廃棄物と高レベル放射性廃棄物を併置処分する場合の相互影響等の評価結果を踏

まえ、その妥当性を検討し、その判断を踏まえて、実施主体のあり方や国の関与のあり方

等も含めてその実施に必要な措置について検討を行うべき。

○仏国提案の新固化方式による廃棄体の処理処分に関する技術的妥当性や、英国提案の廃

棄体を交換する指標の妥当性等を評価し、これらの提案が受け入れられる場合には、その

ための制度面の検討等を速やかに行うべき。

「原子力政策大綱」（平成１７年１０月「原子力政策大綱」（平成１７年１０月、、原子力委員会、閣議決定）原子力委員会、閣議決定）
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○原子力立国計画○原子力立国計画（平成１（平成１８８年年８８月月、総合資源エネルギー調査会原子力部会、総合資源エネルギー調査会原子力部会））
放射性廃棄物小委員会報告書（平成１８年６月、原子力部会放射性廃棄物小委員会）放射性廃棄物小委員会報告書（平成１８年６月、原子力部会放射性廃棄物小委員会）

・ＴＲＵ廃棄物（長半減期低発熱放射性廃棄物）の地層処分事業についても、高レベル放射性廃
棄物の最終処分法（特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律）と同様の制度のもと、事業が
行われることが適切。

・国としては、関係者の理解を前提に、併置処分を視野に入れた施策を進めることが重要である
ため、高レベル放射性廃棄物の処分実施主体がＴＲＵ廃棄物の処分実施主体となり得る制度と
することが合理的。ただし、併置処分は処分実施主体が選択可能な事業オプションとして位置
付けるべき。

・英国提案（代替取得※注）により返還される高レベル放射性廃棄物や仏国から返還されるＴＲＵ
廃棄物についても最終処分法の対象となるよう措置すべき。

○長半減期低発熱放射性廃棄物の地層処分の基本的考え方○長半減期低発熱放射性廃棄物の地層処分の基本的考え方（平成１（平成１８８年年４４月月、原子力委員会、原子力委員会））

・地層処分を行う長半減期低発熱放射性廃棄物も高レベル放射性廃棄物の地層処分同様に、長期に
亘って人間の生活環境から隔離し安全確保が図られることを確かにすることが必要であるため、現行
の高レベル放射性廃棄物の最終処分事業を参考としつつ、必要な制度の検討を進めることが重要。

・地層処分を行う長半減期低発熱放射性廃棄物と高レベル放射性廃棄物との併置処分について、技術
的な成立性があると判断。

※注 代替取得：海外に委託した使用済燃料の再処理等により発生したＴＲＵ廃棄物を、放射線影響が等価な少量の高レベル放射性廃棄物に交換して取得すること。

「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（２）（２）長半減期低発熱放射性廃棄物長半減期低発熱放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物
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・原子力委員会及び原子力部会放射性廃棄物小委員会における検討結果と方
針を受け、平成１９年６月に「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律
等の一部を改正する法律」を制定し、最終処分法等を改正するとともに、
改正法の施行に伴う所要の制度整備を実施。

○今般の最終処分法改正の具体的な内容は以下のとおり。

・原子力発電環境整備機構の行う最終処分の対象にＴＲＵ廃棄物及び代替
取得により返還される高レベル放射性廃棄物を追加。
・ＴＲＵ廃棄物の処分費用に充てる拠出金の拠出義務を、新たに再処理施
設等設置者（日本原燃㈱及び独立行政法人日本原子力研究開発機構）に
義務付け。

○特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律等の一部改正○特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律等の一部改正

「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（２）（２）長半減期低発熱放射性廃棄物長半減期低発熱放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物
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○特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律改正の概要図○特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律改正の概要図

代替取得分

電力会社

電力会社

日本原燃（株）

ＪＡＥＡ

拠出金額の決定 実施計画の策定

設立認可・監督

積立金の
外部管理

積立金の取戻し
（大臣の承認要）

拠出金の納付

実施計画の承認

不測の事態への対応

解散の歯止め

指定・監督

資金管理主体

(財)原子力環境整備
促進・資金管理センター
資金の管理・運用 ほか

処分実施主体

原子力発電環境整備機構
処分地の選定
最終処分の実施
拠出金の徴収 ほか

従来分

電力会社
JAEA

廃
棄
物
発
生
者

改正による対象追加部分

高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物

Ｔ
Ｒ
Ｕ
廃
棄
物 発電用原子炉設置者

再処理施設等設置者

発電用原子炉設置者

経 済 産 業 大 臣

○ 基本方針の策定（平成１２年９月閣議決定）
● 最終処分の基本的方向
● 国民、関係住民の理解増進に関する事項 ほか

○ 最終処分計画の策定（５年ごとに１０年間の計画を策定）
（平成１２年９月閣議決定、平成１７年１０月改定）
● 最終処分の実施時期、処分量
● 概要調査地区などが選定されたときはその所在地 ほか

発電用原子炉設置者

代替取得分

電力会社

電力会社

日本原燃（株）

ＪＡＥＡ

拠出金額の決定 実施計画の策定

設立認可・監督

積立金の
外部管理

積立金の取戻し
（大臣の承認要）

拠出金の納付

実施計画の承認

不測の事態への対応

解散の歯止め

指定・監督

資金管理主体

(財)原子力環境整備
促進・資金管理センター
資金の管理・運用 ほか

資金管理主体

(財)原子力環境整備
促進・資金管理センター
資金の管理・運用 ほか

処分実施主体

原子力発電環境整備機構
処分地の選定
最終処分の実施
拠出金の徴収 ほか

処分実施主体

原子力発電環境整備機構
処分地の選定
最終処分の実施
拠出金の徴収 ほか

従来分

電力会社
JAEA

廃
棄
物
発
生
者

改正による対象追加部分

高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物

Ｔ
Ｒ
Ｕ
廃
棄
物 発電用原子炉設置者

再処理施設等設置者

発電用原子炉設置者

経 済 産 業 大 臣

○ 基本方針の策定（平成１２年９月閣議決定）
● 最終処分の基本的方向
● 国民、関係住民の理解増進に関する事項 ほか

○ 最終処分計画の策定（５年ごとに１０年間の計画を策定）
（平成１２年９月閣議決定、平成１７年１０月改定）
● 最終処分の実施時期、処分量
● 概要調査地区などが選定されたときはその所在地 ほか

経 済 産 業 大 臣

○ 基本方針の策定（平成１２年９月閣議決定）
● 最終処分の基本的方向
● 国民、関係住民の理解増進に関する事項 ほか

○ 最終処分計画の策定（５年ごとに１０年間の計画を策定）
（平成１２年９月閣議決定、平成１７年１０月改定）
● 最終処分の実施時期、処分量
● 概要調査地区などが選定されたときはその所在地 ほか

発電用原子炉設置者

「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（２）（２）長半減期低発熱放射性廃棄物長半減期低発熱放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物
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○「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」及び「特定放射性廃棄物の最終処分○「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」及び「特定放射性廃棄物の最終処分
に関する計画」の改定に関する計画」の改定

・最終処分法の改正や最新の議論等の状況を踏まえ、基本方針及び最終処分計画について改定を検討。
現在、改定案のパブリックコメントを実施中（平成１９年１２月２０日～平成２０年１月２０日）。

○「特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画」の主な改正点
・法改正に伴い、TRU廃棄物の発生量等に関する規定を追加。
・最新の状況を考慮して、最終処分スケジュールの目途を改定。

○「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」の主な改正点
・法改正に伴い、TRU廃棄物に関する規定を追加。
・国民全般への理解増進活動の内容を明確化。
・電源三法交付金に基づく地域支援措置等について明記。

○「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」改正に伴う関係政省令等の整備○「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」改正に伴う関係政省令等の整備

○○ＴＲＵ廃棄物のＴＲＵ廃棄物の最終処分費用、拠出金単価（単位数量当たりのＴＲＵ廃棄物の最終処分最終処分費用、拠出金単価（単位数量当たりのＴＲＵ廃棄物の最終処分
業務に必要な金額）の算定業務に必要な金額）の算定

「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組「地層処分を行う放射性廃棄物」の処分への取組
（２）（２）長半減期低発熱放射性廃棄物長半減期低発熱放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物

改正最終処分法の今年４月１日の施行に向けて、以下の取組を実施中


